
具体的かつ詳細な随意契約理由について（業務委託）

No. 案　件　名　称 委託種目 契約の相手方
契約金額
（税込）

契約日 根拠法令
随意契約理由

（随意契約理由番号）
ＷＴＯ

1 航空気象情報提供業務委託
13 その他代行
26 その他

㈱ウェザー
ニューズ

3,432,000円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

2
此花消防署ほか２か所エレ
ベーター保守点検業務委託

01 建物等各種施
設管理　02 機械
設備等保守点検

日本オーチス・エ
レベータ㈱西日
本支社

3,022,800円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

3
鶴見消防署ほか１か所エレ
ベーター保守点検業務委託

01 建物等各種施
設管理　02 機械
設備等保守点検

三菱電機ビルソ
リューションズ㈱
関西支社

3,392,400円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

4
西成消防署ほか５か所エレ
ベーター保守点検業務委託

01 建物等各種施
設管理　02 機械
設備等保守点検

日本エレベー
ター製造㈱大阪
営業所

5,280,000円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

5
消防局（西消防署併設）ほか３
か所エレベーター保守点検業
務委託

01 建物等各種施
設管理　02 機械
設備等保守点検

㈱日立ビルシス
テム関西支社

5,583,600円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

6
令和７年度小児救急支援シス
テム機能保守等業務委託

10 情報処理　01
情報処理

㈱DTS　WEST 1,018,518円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

7
令和７年度無線基地局・前進
基地局保守業務委託

01 建物等各種施
設管理　03 通信
設備保守点検

富士通Japan(株) 32,450,000円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

8
令和７年度救急車の定期点検
整備、継続検査整備(1)業務委
託（概算契約）

02 機械等施設点
検・運転操作　01
施設保守点検整
備

大阪トヨペット㈱ 6,638,578円 令和7年4月4日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

9
令和７年度救急車の定期点検
整備、継続検査整備(2)業務委
託（概算契約）

02 機械等施設点
検・運転操作　01
施設保守点検整
備

日産大阪販売㈱ 6,446,154円 令和7年4月25日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf
http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf


具体的かつ詳細な随意契約理由について（業務委託）

No. 案　件　名　称 委託種目 契約の相手方
契約金額
（税込）

契約日 根拠法令
随意契約理由

（随意契約理由番号）
ＷＴＯ

10
大阪市消防関係例規のデータ
ベース運用管理業務委託

10 情報処理　01
情報処理

第一法規㈱ 1,082,400円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

11
ヘリコプターテレビ電送システ
ム機器点検業務委託

10 情報処理　01
情報処理

池上通信機㈱ 9,845,000円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

12
令和７年度消防訓練指導業務
委託

13 その他代行
26 その他

(一財)大阪消防
振興協会

202,141,245円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

13
令和７年度自主防災指導業務
委託

13 その他代行
26 その他

(一財)大阪消防
振興協会

124,720,000円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

14
令和７年度救急教育等業務委
託

13 その他代行
09 研修

(一社)大阪府医
師会

89,382,710円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

15
令和７年度消防車の定期点検
整備、継続検査整備（2）業務
委託（その２）（概算契約）

02 機械等施設点
検・運転操作　01
施設保守点検整
備

㈱阪急阪神エム
テック

9,240,000円 令和7年4月21日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第8号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

-

16
令和７年度　大型水陸両用車
の定期点検整備、継続検査整
備業務委託

02 機械等施設点
検・運転操作　01
施設保守点検整
備

㈲平成自動車 1,449,877円 令和7年5月23日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

17
令和７年度消防局庁舎（西消
防署併設）ゴンドラ設備定期点
検業務委託

01 建物等各種施
設管理　02 機械
設備等保守点検

日本ビソー㈱本
設ゴンドラ大阪支
店

1,298,000円 令和7年6月2日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

18
救助ホイストの分解点検整備
業務委託

02 機械等施設点
検・運転操作　02
船舶等保守点検

株式会社ジャム
コ

15,789,840円 令和7年6月6日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf
http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf


具体的かつ詳細な随意契約理由について（業務委託）

No. 案　件　名　称 委託種目 契約の相手方
契約金額
（税込）

契約日 根拠法令
随意契約理由

（随意契約理由番号）
ＷＴＯ

19
はしご車特殊装置点検整備業
務委託

02 機械等施設点
検・運転操作　02
船舶等保守点検

株式会社モリタ
テクノス

5,179,900円 令和7年6月12日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G3

20
消防局所管施設　保守点検・
修繕等包括的業務委託　長期
継続

01 建物等各種施
設管理　02 機械
設備等保守点検

㈱大阪ガスファ
シリティーズ

88,638,000円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G5

21
令和７年度北消防署外49施設
電気工作物保守点検業務委
託【包括的業務委託】

01 建物等各種施
設管理　02 機械
設備等保守点検

㈱大阪ガスファ
シリティーズ

33,480,700円 令和7年4月1日

地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号
（その性質又は目的が競争
入札に適さないもの）

G5

http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf
http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf


１ 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

航空気象情報提供業務委託 

 

２ 契約の相手方 

株式会社 ウェザーニューズ 

 

３ 随意契約理由 

複雑多様化、広域化する災害に対応する消防ヘリコプターは、24 時間常時航空気象情

報を入手する必要があり、迅速な飛行と安全性を確保するため当該業務を委託するもの

とする。 

業者選定要件として、①24 時間常時気象情報サービスが可能であり、且つ気象予報士

による問い合わせ対応が可能であること②航路上気象情報解析ができること③有視界飛

行の可否予測を地図上に色分けして表示できることの３つの要件が必要で、気象業務法

第 18 条第２項及び第 19 条の２による気象業務許可事業所を調査の結果、上記要件を満

たすのは、株式会社ウェザーニューズのみである。 

よって、上記事業者を指定するものである。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局警防部警防課（航空隊） （電話番号 072-992-4900） 

 

 



２ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  各消防署等エレベーター保守点検業務委託 

 

２ 契約の相手方 

日本オーチス・エレベータ株式会社 

 

３ 随意契約理由 

エレベーター設備は、労働安全衛生法の「特に危険な作業を必要とする機械

等」である「特定機械等」の位置づけにあり、特に高い安全への配慮が求めら

れている。 

また、エレベーターはその構造上、機器の不具合が即時に重大事故につなが

る恐れがあり、点検及び修理は製造図面に基づく高度かつ専門的な知識と技術

を保有する製造者でしか行うことができない。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステム以外の場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造さ

れており、上記業者は製造業者として独自の技術・知識を有し、当該業務を行

うことができる唯一の業者である。 

よって上記業者を指定する。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステムの場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造

されている。上記業者は、２０１４年に製造業者である株式会社日立製作所

から同社のエレベーター製造事業を移管されており、製造業者独自の技術・

知識を継承しているため、当該業務を行うことができる唯一の業者である。

よって上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局総務部施設課（営繕電気） （電話番号 06-4393-6166） 

 

 



３ 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  各消防署等エレベーター保守点検業務委託 

 

２ 契約の相手方 

三菱電機ビルソリューションズ株式会社 

 

３ 随意契約理由 

エレベーター設備は、労働安全衛生法の「特に危険な作業を必要とする機械

等」である「特定機械等」の位置づけにあり、特に高い安全への配慮が求めら

れている。 

また、エレベーターはその構造上、機器の不具合が即時に重大事故につなが

る恐れがあり、点検及び修理は製造図面に基づく高度かつ専門的な知識と技術

を保有する製造者でしか行うことができない。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステム以外の場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造さ

れており、上記業者は製造業者として独自の技術・知識を有し、当該業務を行

うことができる唯一の業者である。 

よって上記業者を指定する。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステムの場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造

されている。上記業者は、２０１４年に製造業者である株式会社日立製作所

から同社のエレベーター製造事業を移管されており、製造業者独自の技術・

知識を継承しているため、当該業務を行うことができる唯一の業者である。

よって上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局総務部施設課（営繕電気） （電話番号 06-4393-6166） 

 

 

 

 

  



 ４ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  各消防署等エレベーター保守点検業務委託 

 

２ 契約の相手方 

日本エレベーター製造株式会社 

 

３ 随意契約理由 

エレベーター設備は、労働安全衛生法の「特に危険な作業を必要とする機械

等」である「特定機械等」の位置づけにあり、特に高い安全への配慮が求めら

れている。 

また、エレベーターはその構造上、機器の不具合が即時に重大事故につなが

る恐れがあり、点検及び修理は製造図面に基づく高度かつ専門的な知識と技術

を保有する製造者でしか行うことができない。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステム以外の場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造さ

れており、上記業者は製造業者として独自の技術・知識を有し、当該業務を行

うことができる唯一の業者である。 

よって上記業者を指定する。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステムの場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造

されている。上記業者は、２０１４年に製造業者である株式会社日立製作所

から同社のエレベーター製造事業を移管されており、製造業者独自の技術・

知識を継承しているため、当該業務を行うことができる唯一の業者である。

よって上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局総務部施設課（営繕電気） （電話番号 06-4393-6166） 

 

 



５ 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  各消防署等エレベーター保守点検業務委託 

 

２ 契約の相手方 

株式会社日立ビルシステム 

 

３ 随意契約理由 

エレベーター設備は、労働安全衛生法の「特に危険な作業を必要とする機械

等」である「特定機械等」の位置づけにあり、特に高い安全への配慮が求めら

れている。 

また、エレベーターはその構造上、機器の不具合が即時に重大事故につなが

る恐れがあり、点検及び修理は製造図面に基づく高度かつ専門的な知識と技術

を保有する製造者でしか行うことができない。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステム以外の場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造さ

れており、上記業者は製造業者として独自の技術・知識を有し、当該業務を行

うことができる唯一の業者である。 

よって上記業者を指定する。 

（契約の相手方が株式会社日立ビルシステムの場合） 

各消防署等設置のエレベーターは、製造業者独自の機構や技術により製造

されている。上記業者は、２０１４年に製造業者である株式会社日立製作所

から同社のエレベーター製造事業を移管されており、製造業者独自の技術・

知識を継承しているため、当該業務を行うことができる唯一の業者である。

よって上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局総務部施設課（営繕電気） （電話番号 06-4393-6166） 

 



６ 

随意契約理由書 

                               

 

１ 案件名称 

  令和７年度小児救急支援システム機能保守等業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  株式会社 DTS WEST  

 

３ 随意契約理由 

小児救急支援システムは、平成 28年４月１日から救急安心センターおおさか事業の一

環として運用しており、大阪府内全域の医療機関情報（所在地、標榜診療科目、診療可否

時間等）を利用者に提供している。利用者に適切な医療機関情報を提供するためには、本

システムの機能保守を行い、同システムの機能を維持することが必要不可欠である。 

上記業者は本システムを開発・納入した業者であり、システム独自の専門的知識や技術

に対応する技術資料及び技術者を保有しているため、当該業務を行うことができる唯一

の業者である。よって、上記業者を指定する。     

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局救急部救急課（救急安心センター） 電話番号 06-4393-6634 

 

 



７              

 

 

 

                                  

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  令和７年度無線基地局・前進基地局保守業務委託 

 

２ 契約の相手方 

富士通 Japan株式会社 

 

３ 随意契約理由 

  本業務は、消防救急デジタル無線基地局設備及び前進基地局設備を常時適正な状態を

維持し、消防活動に支障が生じることを防ぐために点検及び障害対応時の体制を確保す

るものである。 

消防局及び消防署庁舎に設置の本設備は、富士通株式会社が独自に設計、製造したも

のであり、その構造も自社専用の部品等で構成されている。 

上記業者は、本設備の開発・納入業者である富士通株式会社から事業を承継しており、

独自の専門的知識や技術に対応する技術資料及び技術者を保有していることから、障害

発生時には状況を的確に把握して最適な対応を行うとともに、機器部品の確保もできる。

また、製造物責任の所在を明確にし、障害対応や調整作業後の責任と性能保証を持たせ

る必要がある。 

以上の理由から、本業務を行うことができる唯一の業者である。 

よって、上記業者を指定するものとする。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の 2 第 1項第 2号 

 

５ 担当部署 

  消防局警防部警防課（通信設備） （電話番号 06-4393-6561） 

 

      



９ 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

１ 案件名称 

  令和７年度救急車の定期点検整備、継続検査整備（１）業務委託（概算契約） 

 

２ 契約の相手方 

  大阪トヨペット株式会社 

 

３ 随意契約理由 

高規格救急車は、国土交通省で専用車両として認可を受けた車両で、救急救命士が

定められた処置を行うための設備、機能を備えた車両として製作されている。また、

患者用の防振ベッド装置やストレッチャー収容装置などのほかに医療器具用のための

電装装置や、車両の盗難防止装置などの特殊装置が装備されており、これらの装置は

製作会社独自の仕様となっている。 

上記業者は、ベースとなる高規格救急車の製作会社であるトヨタ自動車株式会社の

販売会社として、販売・特殊装置を含めた整備技術の提供及び指導を受けている大阪

府下唯一の業者であり、また、当該高規格救急車の特殊装置を大阪市消防局仕様に改

造を行い納入した者であることから、本業務を履行するために必要となる高度かつ専

門的な独自知識と技術を有する唯一の業者である。 

  よって、上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局警防部警防課（機械器具開発） （電話番号 06-4393-6556） 
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随 意 契 約 理 由 書 

 

 

１ 案件名称 

  令和７年度救急車の定期点検整備、継続検査整備（２）業務委託（概算契約） 

 

２ 契約の相手方 

  日産大阪販売株式会社 

 

３ 随意契約理由 

高規格救急車は、国土交通省で専用車両として認可を受けた車両で、救急救命士が

定められた処置を行うための設備、機能を備えた車両として製作されている。また、

患者用の防振ベッド装置やストレッチャー収容装置などのほかに医療器具用のための

電装装置や、車両の盗難防止装置などの特殊装置が装備されており、これらの装置は

製作会社独自の仕様となっている。 

上記業者は、ベースとなる高規格救急車の製作会社である日産自動車株式会社の販

売会社として、販売・特殊装置を含めた整備技術の提供及び指導を受けている大阪府

下唯一の業者であり、また、当該高規格救急車の特殊装置を大阪市消防局仕様に改造

を行い納入した者であることから、本業務を履行するために必要となる高度かつ専門

的な独自知識と技術を有する唯一の業者である。 

よって、上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局警防部警防課（機械器具開発） （電話番号 06-4393-6556） 
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随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  大阪市消防関係例規のデータベース運用管理業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  第一法規株式会社 

 

３ 随意契約理由 

本業務は、大阪市消防関係例規（以下「例規」という。）のデータベース（以下「例

規システム」という。）の運用管理業務で、当局の例規をデータベースとして管理す

るとともに、常にインターネットを利用して検索、閲覧ができる状態を保持するもの

である。 

例規システムは、上記業者が開発・製造した「立案審査・例規検索支援システム

assist & search」を基に構築されたものであることから、本業務を行うためには、

両システムに関する独自の知識や技術が必要となる。 

上記業者は、例規システムを構築した者であり、本業務を行うために必要となる独

自知識や技術を保有している唯一の業者である。 

よって、上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局総務部総務課（法務） （電話番号 06-4393-6073） 
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随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

ヘリコプターテレビ電送システム機器点検業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  池上通信機株式会社 

 

３ 随意契約理由 

ヘリコプターテレビ電送システム（以下「本システム」という。）は、ヘリコプターに搭載 

したテレビカメラから災害現場の映像を指令情報センター等に電送するもので、地震等の非

常災害時には、火災状況、建物・道路の損壊状況並びに市民の避難動向等の災害情報を迅速、

的確に把握するシステムである。 

本業務は、本システムの定期的な保守点検を行うもので、製造業者である上記業者独自の 

専門的知識や技術を必要とする業務であり、上記業者はそれに対応する技術資料及び技術者

を保有し、本業務を履行することができる唯一の業者である。 

よって、上記業者を指定するものである。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の 2 第 1項第 2号 

 

５ 担当部署 

  消防局警防部警防課（通信設備） （電話番号 06-4393-6562） 
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 随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  令和７年度消防訓練指導業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  一般財団法人 大阪消防振興協会 

 

３ 随意契約理由 

消防局では、市民等が利用する施設の安全・安心の確保にあたり、特定防火対象物のうち防

火管理者の選任が義務付けられている施設の防火管理者等関係者に対して、災害発生時の被害

軽減を図るため、建物実態に即した実地等による消防訓練指導を実施している。しかしながら、

市内に対象となる施設は約 15,000件あり、消防職員のみで対応することが困難であることから

一部を業務委託している。 

  主な業務は、電話等による訓練実施の促進指導、訓練現場に立ち会う実地指導、自主的に実 

施した訓練に対する電話指導である。さらに訓練時には、防火管理者が定める消防計画の作成、 

見直し、消防用設備等の維持管理方法、地震対策、応急手当と多岐におよぶ内容の確認、技術 

指導等、日々変遷する対象施設の実態に即した指導を実施している。そこで業務の履行には、 

災害時の対応知識、消防法令及び火災予防、応急手当に係る高度な知識・技術・経験が必要で 

あり、関係する資格および経験を有する者が属する組織における業務履行が不可欠となる。 

また、本件業務は過去に指名競争入札や総合評価一般競争入札にも付したが、１者しか応札

がなく、受注可能事業者が他にないか検討を行うため、本件業務が求める防災に関する指導等

業務は確立された市場がないことから、一部関連性が認められる建物管理や防災を業とする事

業者に業務の履行に関して聞き取り調査を実施したが、いずれの事業者からも履行件数や資格

要件等を理由に履行不可能である旨の回答しか得ることができなかった。 

さらに、本件業務は火災予防という人命に直結する内容の指導等を行う業務である特性上、

事業者として消防法令及び火災予防に係る高度な知識、技術、経験が求められるため、資格要

件として「予防技術資格者の経験」を定めている。 

当該資格は、消防職員として火災予防業務において、高度かつ実務的な能力を有する職員の

みが所有している資格であり、当該資格保有の経験がある者を事業者組織内の指導的立場とし

て配置することにより、本業務の重要性を理解させ、かつ高度な知識、技術、経験を活かした

事業者組織内における履行能力の醸成、また、主として指導業務である本業務において重要と

なる、中立公正かつ本市の立場で毅然と対応できる事業者組織を構築することにより、本業務

の適切な履行が可能となる。 

上記事業者は、資格要件をすべて具備している事業者であるとともに、大阪府域における防

災に関する技術の指導及び知識の普及並びに防災・救急に関する事業を行い、消防に係る諸施

策に協力し、地域社会の安全向上と公共の福祉の増進に寄与することを目的として設立された

団体であり、元消防職員が多数在籍していることから、自らの業務が本市防火防災事業に資す
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るものであることを自律的に監理できる団体である。また、独自の事業では、複雑多様化する

都市構造、社会構造の変化に的確に対応できる防災専門機関として、防火対象物の関係者等に

対する防災意識の高揚及び防災に関する知識・技術の指導事業や、応急手当に関する知識と技

術の普及啓発に関する事業など幅広く事業を展開している。 

この間、長年にわたり本市の防火防災管理に関する業務を受託し、確実に履行できているこ

とや団体本来の事業実績等から、本業務の履行に必要となる技術や経験はもとより、本市が要

求する業務体制を有し効率的かつ効果的に実施することができる唯一の事業者である。 

  よって、上記事業者を契約相手方とする。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  予防部予防課（自主防災管理）  電話番号 06-4393-6330 
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随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  令和７年度自主防災指導業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  一般財団法人 大阪消防振興協会 

 

３ 随意契約理由 

 消防局では消防法第４条に基づき、規制対象となる建物（以下、「防火対象物」という。）に

対して、消防法令に基づく立入検査を実施し、所有者、管理者、占有者又は責任ある者（以下、

「関係者等」という。）に、その建物固有の火災予防上必要な事項及び法令の遵守状況等を、き

め細かく助言、指導することによって、防火・防災管理の確立及び火災予防の徹底を図ってい

る。しかしながら、市内に存する防火対象物は約 10万件あり、消防職員による立入検査だけで

は検査間隔が長くなることから、市民等が利用する施設の安全・安心の確保の観点から立入検

査を補完する業務の一部を委託している。 

主な業務は、防火対象物に立ち入って、階段、廊下、防火戸等の施設の管理状況や、防火管

理体制、消防用設備等の法令基準の適合状況を確認するとともに、関係者等に対し防火・防災

に関する知識及び技術の指導並びに自主的な検査の促進、さらに消防法令違反の早期発見のた

めに休止休業中の防火対象物の使用実態に係る現況調査を実施するものである。そこで業務の

履行には、消防法令及び火災予防に係る高度な知識・技術・経験が必要であり、関係する資格

および経験を有する者が属する組織における業務履行が不可欠となる。 

また、本件業務は過去に指名競争入札や総合評価一般競争入札にも付したが、１者しか応札

がなく、受注可能事業者が他にないか検討を行うため、本件業務が求める防災に関する指導等

業務は確立された市場がないことから、一部関連性が認められる建物管理や防災を業とする事

業者に業務の履行に関して聞き取り調査を実施したが、いずれの事業者からも履行件数や資格

要件等を理由に履行不可能である旨の回答しか得ることができなかった。 

さらに、本件業務は火災予防という人命に直結する内容の指導等を行う業務である特性上、

事業者として消防法令及び火災予防に係る高度な知識、技術、経験が求められるため、資格要

件として「予防技術資格者の経験」を定めている。 

当該資格は、消防職員として火災予防業務において、高度かつ実務的な能力を有する職員の

みが所有している資格であり、当該資格保有の経験がある者を事業者組織内の指導的立場とし

て配置することにより、本業務の重要性を理解させ、かつ高度な知識、技術、経験を活かした

事業者組織内における履行能力の醸成、また、主として指導業務である本業務において重要と

なる、中立公正かつ本市の立場で毅然と対応できる事業者組織を構築することにより、本業務

の適切な履行が可能となる。 

上記事業者は、資格要件をすべて具備している事業者であるとともに、大阪府域における防

災に関する技術の指導及び知識の普及並びに防災・救急に関する事業を行い、消防に係る諸施
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策に協力し、地域社会の安全向上と公共の福祉の増進に寄与することを目的として設立された

団体であり、元消防職員が多数在籍していることから、自らの業務が本市防火防災事業に資す

るものであることを自律的に監理できる団体である。また、独自の事業では、複雑多様化する

都市構造、社会構造の変化に的確に対応できる防災専門機関として、防火対象物の関係者等に

対する防災意識の高揚及び防災に関する知識・技術の指導事業や、応急手当に関する知識と技

術の普及啓発に関する事業など幅広く事業を展開している。 

この間、長年にわたり本市の防火防災管理に関する業務を受託し、確実に履行できているこ

とや団体本来の事業実績等から、本業務の履行に必要となる技術や経験はもとより、本市が要

求する業務体制を有し効率的かつ効果的に実施することができる唯一の事業者である。 

よって、上記事業者を契約相手方とする。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  予防部予防課（査察） 電話番号 06-4393-6377 
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随意契約理由書 

１ 案件名称 

  令和７年度救急教育等業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  一般社団法人 大阪府医師会 

 

３ 随意契約理由 

本業務は、本市における「救急救命士生涯教育実施計画・救急救命士養成計画」に基づき救

急救命士教育（活動指導、事後検証を含む）及び救急救命士養成教育に係る業務を委託するも

のである。 

救急救命士教育業務は、救急現場活動における医師による救急救命士活動の指導（指示、指

導、助言）、医学的観点からの事後検証および救急救命士資格取得後教育を実施するものである。 

救急救命士養成教育業務は、救急隊員に対して、救急救命士法（平成３年法律第３６号）に

基づく救急救命士資格取得教育及び実習病院の確保、指導救命士の養成を実施するものである。 

消防庁より発出されている「メディカルコントロール体制の充実強化について」及び、「救急

救命士養成所の臨床実習施設における実習要領及び救急救命士に指示を与える医師の確保につ

いて」の通知のとおり、本業務の履行、事業の目的を達成のためには、医学的な質を確保（以

下、「メディカルコントロール」という。）するため、医師（医療機関）と救急救命士（救急隊）

が密に連携を図る必要がある。 

  また救急救命士養成教育及び救急救命士資格取得後教育の実施に当たっては、市民の生命に

直結する研修内容が広範囲かつ長期にわたることから、多くの専門医師及び救急医療機関の協

力が必要不可欠であるとともに、救急救命士養成から救急救命士資格取得後の継続的な教育に

ついて、一貫性を持たせる必要がある。 

 上記事業者は、多くの医師が加入しているとともに、重篤で緊急性の高い救急患者に対応す

る２次・３次医療機関等に属する専門医師も多数加入する団体であり、メディカルコントロー

ルを熟知し重症患者を対応できる大阪府内の医療機関及び医師との連携が確立していることか

ら、大阪府内の救急医療機関及び医師の統括的な調整が可能である。また、当局が実施する救

急救命士養成から救急救命士資格取得後の継続的な教育についても、的確な講師の選定や病院

実習の受入先（救急医療機関）の確保が可能である。 

本業務は非常に専門性が高く、医療機関等との連携体制が必要であり、これらを確実かつ的

確に実施することができる体制や能力を兼ね備えた民間医療機関は存在せず、唯一履行可能な

組織である上記事業者を契約の相手方とする。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  救急部救急課（救急指導）           電話番号 06-4393-6628 
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  企画部高度専門教育訓練センター（救命士養成） 電話番号 06-6746-5113 
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随 意 契 約 理 由 書 

 

 

１ 案件名称 

  令和７年度消防車の定期点検整備、継続検査整備（２）業務委託（その２）（概算契約） 

 

２ 契約の相手方 

  株式会社阪神阪急エムテック 

 

３ 随意契約理由 

 当該業務は、当局保有のいすゞ自動車株式会社製消防車等について道路運送車両法に

基づく定期点検整備、継続検査整備(以下「点検整備」という)を行わせる業務であり、

履行業者を決定するため、令和 7 年 2 月 10 日公示、令和 7 年 4 月 11 日開札の一般競争

入札を行ったが、全て価格超過となり、その後再入札を行ったが、落札者決定に至らず

入札不調となった。  

当該業務において、４月中に点検整備が義務づけられた消防車等の点検整備を行う業

務が含まれ、当該定期整備を怠ると、道路運送車両法に違反し、当該車両は消防車等の

運行が不能となる。  

また災害発生時において、運行不能の車両が発生することは、市民の生命・身体・財

産の保護の観点において、多大なる影響を生じてしまうため、再度の入札を行った場合

の期間を考慮すると、再度の入札を行うことは妥当ではない。  

上記業者は、令和７年２月 10 日に公示した一般競争入札において、唯一の入札参加者

であり、かつ、当局において市場調査を行った結果、大阪市入札参加資格有資格者にお

いて、本時期において業務の履行が可能であるとの回答があった唯一の業者である。  

よって、「競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がいない

とき」に該当するため地方自治法施行令第 167 条の２第１項第８号を適用し、上記業者

を選定するもの。 

   

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第１６７条の２ 第１項第８号 

 

５ 担当部署 

  消防局警防部警防課（機械器具開発） （電話番号 06-4393-6556） 
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随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  令和７年度 大型水陸両用車の定期点検整備、継続検査整備業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  有限会社平成自動車 

 

３ 随意契約理由 

大型水陸両用車は、通常の消防車両が接近できない不整地における消防活動を目的

として道路運送車両法に基づき設計製作され、消防活動上確実な動作を要求されるも

のである。 

当該大型水陸両用車を製造したＡ．Ｒ．Ｉ．Ｓ．社（以下「メーカー」という。）

は、帝国繊維株式会社を日本国内における独占代理店に任命している。上記業者は、

帝国繊維株式会社が指定する大阪府内における唯一の点検・整備・販売代理店であり、

メーカーにより品質・安全性が保証された純正部品の入手や、点検・整備技術の提供

並びに指導をメーカーから受けており、当該大型水陸両用車の点検・整備を行うこと

ができる唯一の業者である。 

よって、上記業者を指定するものである。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局警防部警防課（機械器具開発） （電話番号 06-4393-6556） 

 

 

i4720711
タイプライターテキスト
16




19 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  令和７年度消防局庁舎(西消防署併設)ゴンドラ設備定期点検業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  日本ビソー株式会社 

    

３ 随意契約理由 

  ゴンドラ設備は、労働安全衛生法第 41条及びゴンドラ安全規則第 21・24・

27 条に基づき、定期点検及び性能検査を実施する必要がある。ゴンドラ設備

は、労働安全衛生法の「特に危険な作業を必要とする機械等」である「特定

機械等」の位置づけにあり、特に高い安全への配慮が求められている。 

消防局庁舎（西消防署併設）設置のゴンドラ設備は、製造業者が独自の機構

や技術により製造したものであり、構造上、機器の不具合が即時に重大事故に

つながる恐れがある。 

上記業者は本ゴンドラ設備の製造業者で、点検及び修理に必要な製造図面に

基づく高度かつ専門的な知識と技術を保有しており、当該業務を履行できる唯

一の業者である。また、製造物責任の所在を明確にし、点検及び修理後の責任

と性能保証を持たせる必要がある。 

よって上記業者を指定するものである。       

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  消防局総務部施設課（営繕電気） （電話番号 06-4393-6166） 
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随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

  救助ホイストの分解点検整備業務委託 

 

２ 契約の相手方 

  株式会社ジャムコ 

 

３ 随意契約理由 

本案件は、ヘリコプター「おおさか」で使用している救助ホイストの分解点検整備

（オーバーホール）である。この救助ホイストは Collins Aerospace社製であり、前

回の分解点検整備後 10年もしくは 1000回使用のどちらか早く到達する期限で分解点

検整備を実施しなければならない。 

上記業者は、Collins Aerospace社より当該救助ホイストの検査、修理、分解点検

整備（オーバーホール）及び部品販売について、本邦における正規代理店として認定

を受けており、本分解点検整備業務を行える唯一の業者である。 

よって、上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

消防局警防部警防課（航空隊）  電話番号 072-992-4900 
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随 意 契 約 理 由 書 

 

１ 案件名称   

はしご車特殊装置点検整備業務委託 

 

２ 契約の相手方 

株式会社モリタテクノス 

 

３ 随意契約理由 

はしご車は、高所での消防活動を目的として道路運送車両法及び道路運送車両の

保安基準並びに、はしご自動車の安全基準に基づき設計・製作され、消防活動上確

実な動作と人命保護上高度な安全性を要求されるものである。 

当該はしご車は、株式会社モリタ製であり、車両ぎ装全般について独自の技術で

設計・製作されており、また構造及び相互の関連機器並びに各種装置等には特許部

分が多くあり、点検及び整備業務には、製造会社独自の高度かつ専門的な知識と技

術が必要である。 

上記業者は、製造会社からはしご車特殊装置点検整備業務などメンテナンス業務

の一切を移管され、高度かつ専門的な知識と技術の提供を受けた唯一の業者であ

る。 

よって、本契約は上記業者以外では本点検整備を履行することができないため、

上記業者を指定する。 

 

４ 根拠法令 

地方自治法施行令第１６７条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

消防局警防部警防課（機械器具開発） （電話番号 06-4393-6198） 

 

 


